
 

 

北上市民展勝地プール指定管理者管理内容明細書 

 

 （趣旨） 

第１ この明細書は、北上市体育施設条例（平成３年北上市条例第83号。以下「条例」

という。）及び北上市体育施設規則（平成３年北上市規則第66号。以下「規則」とい

う。）の定めるところに従い、北上市民展勝地プールの指定管理者が行う管理業務

(以下「業務」という。)に関し必要な事項を定めるものである。 

 （対象施設） 

第２ 指定管理者に管理を行わせる施設は、次のとおりとする。 

(1) 施設名   北上市民展勝地プール 

 (2) 所在地   北上市立花10地割地内 

 (3) 敷地面積 4,837㎡ 

        50ｍプール、幼児プール 

        管理棟 

 （業務の内容） 

第３ 業務の内容は、次のとおりとする。 

 (1)  施設の使用の許可等に関すること 

  ア 使用の許可、使用の不許可及び使用許可の取消し等に関すること 

  イ 施設の使用状況の把握及び鍵の管理に関すること 

(2) 施設利用料金の徴収に関すること。 

  ア 利用料金の徴収に関すること。 

  イ 利用料金の減免に関すること。 

(3)  施設の管理に関すること 

  ア 日常的な維持管理に関すること 

  イ 機械設備等の日常的な運転管理に関すること 

  ウ 火気取締まり、防火管理者の選任、戸締まり、避難誘導その他事故及び災害

の防止に関すること 

  エ その他施設の管理に必要な事項に関すること 

(4)  監視に関すること 

 （業務の実施方法） 

第４ 業務の実施方法は、次のとおりとする。 

１ 施設利用料金の徴収手続 

 (1)  指定管理者(以下「管理者」という。)は、施設を利用する者から、利用料金を

徴収し、受領書を発行すること。 

 (2)  指定管理者は、当月分の徴収状況を翌月10日までに徴収報告書により市に提出

すること。 

 



 

 

２ 施設の管理 

(1)  プールその他の施設の管理は、随時点検し、最良の状態を保持しておくこと 

 (2)  施設の管理は、随時巡回点検し、異常の有無を確認すること 

 (3) 実施する調査・業務 

  ア 水質検査（開放期間中４回） 

     計量項目は次のとおりとする。 

・遊離残留塩素 

・水素イオン濃度 

・大腸菌 

・一般細菌 

・過マンガン酸カリウム消費量 

・濁度 

・総トリハロメタン 

  イ 濾過装置保守点検業務（契約期間中３回） 

 保守点検の内容は次のとおりとする。 

・ろ過機本体の性能調査 

・機械回り配管バルブの漏水及び接続等の点検調整 

・モーターポンプの電気回路故障等の点検調整 

・ろ過機内部の点検調整 

・塩素滅菌の点検調整 

  ウ プール清掃業務（開始前に水抜きをした後に、大プール及び小プール水槽内

とそのプールサイドの清掃１回） 

  エ 草刈業務（プール開始日までに１回、解放中１回プール敷地内の草刈り） 

  オ 日常清掃、トイレ清掃 

３ プールの監視 

 (1)  定点監視、巡回監視による利用者の安全確保、事故の防止、不審者の排除等を

行うこと。 

 （業務実施の留意事項） 

第５ 管理者は、業務の趣旨を十分に理解し、施設を善良なる注意義務をもって管理

するものとし、施設設置の条例及び規則の趣旨に添った目的以外に使用させては

ならない。 

２ 管理者は、業務の処理に当たっては、条例及び規則によるほか、施設、設備、備

品及び現金の管理に細心の注意を払わなければならない。 

(1)  この業務に直接従事する者(以下「従業員」という。)は、異常の有無を確認す

るとともに、管理日報に点検結果を記録するものとする。 

(2) 従業員は、施設を利用する者に対して、使用前に遵守事項を周知し、使用後、

施設の清掃、設備器具等の破損等がないかを確認等をし、施設の保全に努めるも



 

 

のとする。 

 (3)  従業員は、職務上入手した遺失物、引取人のない物品又は証拠品について管理

日誌に記入し、業務管理責任者に引き渡すこと。 

 (4)  管理者は、疾病中の者を従事させてはならない。 

 (5)  管理者は、前各号のほか、施設の風紀維持、火災、盗難の予防、取り締まりに

努めること。 

 （業務の従事者及び体制） 

第６ 管理者は、業務履行について、業務管理責任者を置くこととし、その職務は、

次のとおりとする。 

 (1)  業務全体の総括者となり、業務を管理すること 

 (2)  従業員の指揮、監督、教育等を通じ、事故防止に努めること 

 (3)  業務の履行に当たっては、市との連絡及び協議を密接に行うこと 

２ 管理者は、通常の業務体制のほか緊急事態に備えた出動体制及び連絡体制を定め

ておくものとする。 

 （報告事項） 

第７ 業務に係る報告事項は、次のとおりとする。 

(1)  管理者は、毎月10日までにその前月分の施設の利用状況を報告すること。ただ

し、市が別に指示した場合は、この限りではない。 

 (2)  管理者は、市から業務に関する調査報告書の提出を求められた場合は、速やか

に提出すること。 

 (3)  管理者は、次の各事項の一に該当する場合は、その都度速やかに市に報告する

とともにその指示に従わなければならない。 

  ア 施設の一部又は全部を休止する必要が生じたとき。 

  イ 災害その他の事故により、施設に係る市の財産が滅失したとき。 

  ウ その他業務上、不測の事態が生じたとき。 

 (4)  異常事態の処置は、前号のほか次のとおりとする。 

  ア 機器に異常が発生した場合は、速やかに点検を行い応急処置をするとともに、

軽微なものについては管理者の判断で適切に処置し、市に報告すること。 

  イ その他の機器の異常については、市に連絡し、その指示により処置すること。 

  ウ 機器の故障、災害及び火災等が発生した場合は、管理者は適切な処置を講じ、

遅滞なく市にそのてん末を報告すること。 

 （施設等の業務使用及び維持保守補助） 

第８ 管理者は、受託業務の履行に必要な場合、指定管理の施設、設備、備品、物品

等を無償で使用でき、これらが老朽や故障又は安全配慮上等により、更新や修理

の必要がある場合は、遅滞なく市へ通報することとする。 

 （主要部分の改築等及び業務費用の負担区分） 

 



 

 

第９ 施設の建物、工作物、機械器具及び備品に係る改築、改造、修理等については、

市が行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、１件15万円未満(消費税及び地方消費税を除く)の修繕

は、指定管理者が指定管理料を充てて行うものとする。 

 （その他施設の管理上必要な業務） 

第10 この明細書に定める業務以外で施設の管理上必要な業務については、市及び指

定管理者が協議のうえ実施するものとする。 

 

 

 


